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(24)・(25) （略） (25)・(26) （略）

４ 基準該当訪問介護に関する基準 ４ 基準該当訪問介護に関する基準

⑴ 訪問介護員等の員数(居宅基準第四十条) ⑴ 訪問介護員等の員数(居宅基準第四十条)

基準該当訪問介護事業所における訪問介護員等の員数について 基準該当訪問介護事業所における訪問介護員等の員数について

は、三人以上と定められたが、これについては、訪問介護員等の は、三人以上と定められたが、これについては、訪問介護員等の

勤務時間の多寡にかかわらず員数として三人以上確保すれば足り 勤務時間の多寡にかかわらず員数として三人以上確保すれば足り

るものである。ただし、各地域におけるサービス利用の状況や利 るものである。ただし、各地域におけるサービス利用の状況や利

用者数等を考慮し、適切な員数の職員を確保するものとする。そ 用者数等を考慮し、適切な員数の職員を確保するものとする。そ

の他については、指定訪問介護事業所の場合と同趣旨であるため の他については、指定訪問介護事業所の場合と同趣旨であるため

第三の一の１の⑴及び⑵に準じて取り扱うべきものである。 第三の一の１の⑴に準じて取り扱うべきものである。

なお、サービス提供責任者については、常勤である必要はない なお、サービス提供責任者については、常勤である必要はない

が、指定訪問介護における配置に準じて配置することが望ましい。 が、指定訪問介護における配置に準じて配置することが望ましい。

⑵～⑷ （略） ⑵～⑷ （略）

⑸ 運営に関する基準 ⑸ 運営に関する基準

居宅基準第四十三条の規定により、居宅基準第十五条、第二十 居宅基準第四十三条の規定により、居宅基準第十五条、第二十

条第一項、第二十五条、第二十九条の二並びに第三十六条第五項 条第一項、第二十五条、第二十九条の二並びに第三十六条第五項

及び第六項を除き、指定訪問介護の運営に関する基準が基準該当 及び第六項を除き、指定訪問介護の運営に関する基準が基準該当

訪問介護に準用されるものであるため、第三の一の３の⑴から⑸ 訪問介護に準用されるものであるため、第三の一の３の⑴から⑸

まで及び⑺から(25)まで（(⑽の①及び⒅を除く。）を参照されたい。 まで及び⑺から(26)まで（⑽の①及び⒅を除く。）を参照されたい。

この場合において、準用される居宅基準第二十条第二項の規定は、 この場合において、準用される居宅基準第二十条第二項の規定は、

基準該当訪問介護事業者が利用者から受領する利用料について、 基準該当訪問介護事業者が利用者から受領する利用料について、

当該サービスが結果的に保険給付の対象となる場合もならない場 当該サービスが結果的に保険給付の対象となる場合もならない場

合も、特例居宅介護サービス費を算定するための基準となる費用 合も、特例居宅介護サービス費を算定するための基準となる費用

の額(百分の九十を乗ずる前の額)との間に不合理な差額が生じる の額(百分の九十を乗ずる前の額)との間に不合理な差額が生じる

ことを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービ ことを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービ

スの利用料と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との スの利用料と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との

間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設 間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設

けることを禁止する趣旨である。なお、当該事業所による訪問介 けることを禁止する趣旨である。なお、当該事業所による訪問介

護が複数の市町村において基準該当訪問介護と認められる場合に 護が複数の市町村において基準該当訪問介護と認められる場合に

は、利用者の住所地によって利用料が異なることは認められない は、利用者の住所地によって利用料が異なることは認められない

ものである。 ものである。

二 訪問入浴介護 二 訪問入浴介護

１～２ （略） １～２ （略）

３ 運営に関する基準 ３ 運営に関する基準

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略）
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⑹ 準用 ⑹ 準用

居宅基準第五十四条の規定により、居宅基準第八条から第十九 居宅基準第五十四条の規定により、居宅基準第八条から第十九

条まで、第二十一条、第二十六条及び第三十条から第三十九条ま 条まで、第二十一条、第二十六条及び第三十条から第三十八条ま

での規定は、指定訪問入浴介護の事業について準用されるため、 での規定は、指定訪問入浴介護の事業について準用されるため、

第三の一の３の⑴から⑼まで、⑾、⒁及び⒆から(25)までを参照さ 第三の一の３の⑴から⑼まで、⑾、⒁及び⒆から(26)まで（⒆の②

れたい。この場合において、居宅基準第三十一条中「設備及び備 なお書きを除く。）を参照されたい。この場合において、居宅基

品等」とあるのは「指定訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備 準第三十一条中「設備及び備品等」とあるのは「指定訪問入浴介

及び備品等」と読み替えられることに留意するものとする。 護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」と読み替えられること

に留意するものとする。

４ 基準該当訪問入浴介護に関する基準 ４ 基準該当訪問入浴介護に関する基準

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

⑷ 運営に関する基準 ⑷ 運営に関する基準

居宅基準第五十八条の規定により、基準第八条から第十四条ま 居宅基準第五十八条の規定により、基準第八条から第十四条ま

で、第十六条から第十九条まで、第二十一条、第二十六条、第三 で、第十六条から第十九条まで、第二十一条、第二十六条、第三

十条から第三十五条まで、第三十六条（第五項及び第六項を除 十条から第三十五条まで、第三十六条（第五項及び第六項を除

く。）、第三十七条、第三十八条及び第四十四条並びに第四節（第 く。）、第三十六条の二から第三十八条まで及び第四十四条並びに

四十八条第一項及び第五十四条を除く。）の規定は、基準該当訪 第四節(第四十八条第一項及び第五十四条を除く。)の規定は、基

問入浴介護の事業について準用されるものであるため、第三の一 準該当訪問入浴介護の事業について準用されるものであるため、

の３の⑴から⑸まで、⑺から⑼まで、⑾、⒁及び⒆から(25)まで並 第三の一の３の⑴から⑸まで、⑺から⑼まで、⑾、⒁及び⒆から(26)

びに第三の二の３を参照されたい。この場合において、準用され まで（⒆の②なお書きを除く。））並びに第三の二の３を参照され

る居宅基準第四十八条第二項の規定は、基準該当訪問入浴介護事 たい。この場合において、準用される居宅基準第四十八条第二項

業者が利用者から受領する利用料について、当該サービスが結果 の規定は、基準該当訪問入浴介護事業者が利用者から受領する利

的に保険給付の対象となる場合もならない場合も、特例居宅介護 用料について、当該サービスが結果的に保険給付の対象となる場

サービス費を算定するための基準となる費用の額(百分の九十を乗 合もならない場合も、特例居宅介護サービス費を算定するための

ずる前の額)との間に不合理な差額が生じることを禁ずることによ 基準となる費用の額(百分の九十を乗ずる前の額)との間に不合理

り、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料と、保険給 な差額が生じることを禁ずることにより、結果的に保険給付の対

付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管理経費 象となるサービスの利用料と、保険給付の対象とならないサービ

の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する趣 スの利用料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不

旨である。なお、当該事業所による訪問入浴介護が複数の市町村 合理な差額を設けることを禁止する趣旨である。なお、当該事業

において基準該当訪問入浴介護と認められる場合には、利用者の 所による訪問入浴介護が複数の市町村において基準該当訪問入浴

住所地によって利用料が異なることは認められないものである。 介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料が異

なることは認められないものである。

三 訪問看護 三 訪問看護

１ 人員に関する基準 １ 人員に関する基準

⑴ 看護師等の員数（居宅基準第六十条） ⑴ 看護師等の員数（居宅基準第六十条）


